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事業報告・事業計画 

１．平成１９年度事業報告書 

平成１９年度は協会発足時であり、組織体制の整備を中心に業務を行 

ってまいりました。 

（１）法令諸規則に違反する行為の防止等 

法令諸規則に違反する行為の防止等に向けて、協会員から寄せられた社内態勢 

整備等に関する質疑応答の取りまとめを行い、各支部での活用と共有化を図り 

ました。 

（２）苦情処理及び相談対応 

苦情申立者・相談者に対し、協会の指導による処理・調査・助言及び生活再建 

を目的としたカウンセリング等による支援を行いました。 

（３）協会員に対する監査 

平成１９年度監査計画に基づき、２月２８日付けで協会員に対し書類監査を実 

施しました。 書類監査の回答期限を３月２７日とし、 監査結果を６月を目途に、 

協会員宛に通知するとともに、取りまとめ結果を公表することとしました。 

（４）広告及び勧誘の適正な業務運営確保 

新聞広告の規則等の遵守状況を把握するため、東京のスポーツ紙・夕刊紙の定 

期的なモニタリングを開始しました。また東京以外の愛知、大阪、福岡各地域 

のスポーツ紙・夕刊紙のモニタリングも実施しました。 

（５）広報啓発及び調査研究活動 

広報啓発活動では、協会の誕生と、その設立意義・活動概要等を正しく伝える 

ことで、協会及び貸金業者（協会員）への信頼感を醸成することを目的に、新 

聞へ告知広告を掲載しました。また、協会員報「ＪＦＳＡｎｅｗｓ」を月刊で 

発行などしました。調査研究活動では、貸金業に関する課題を調査研究するた 

め、情報収集に努め、効果的なテーマ、分析・公表方法等について検討しまし 

た。 

（６）主任者研修の実施 

貸金業務取扱主任者研修実施団体としての申請・指定を受け、１月度では、２ 

４５名の参加者がありました。 

その他、協会員管理、行政協力事務、貸金業法第３条施行における貸金業務取 

扱主任者の資格試験化に対して指定試験機関としての指定を受けるべく認定 

申請の準備、その他協会運営の円滑化・組織体制の整備に必要な業務を行って 

まいりました。 

２．平成１９年度決算報告書等
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３．平成２０年度事業計画書 

平成２０年度は、貸金業者の業務の適正な運営を確保し、もって貸金 

業の健全な発展と資金需要者等の利益の保護を図るとともに、国民経 

済の適切な運営に資するという協会の目的を達成するため、主に以下 

の業務を行ってまいります。 

（１）協会員等に対する法令、諸規則等の遵守の徹底 

協会員等に対する法令、諸規則等の遵守の徹底に向けて、今般、実施しました 

書類監査結果を踏まえた適切な指導を実施してまいります。 

（２）諸規則の整備・充実 

貸金業法第３条施行、第４条施行に対する適切な対応として、第３条施行、第 

４条施行を見据えた自主規制基本規則の改定について検討を行います。また、 

上半期より広告審査を開始し、広告審査基準の理解促進並びに審査結果による 

改善指導を実施してまいります。 

（３）苦情処理及び相談対応 

多重債務者の救済と再発防止及び家計経済の回復に向けた支援を適切に行う 

ための相談・カウンセリング態勢の一段の質的向上を図ってまいります。 

（４）監査の実施 

上期は必要に応じ特別監査を実施するほか、当年度下期から、定期的な一般監 

査を実施し、実地監査につきましても２５社程度予定しております。 

（５）研修の実施 

貸金業務取扱主任者研修を全国の主要都市で定期的に開催します。 

また、貸金業法第３条施行・第４条施行に対して、協会員が適切に対応するた 

めの業務研修を実施します。（７月中旬より全国９会場に約２６００会員（見 

込み）を集め、約２時間程度の研修会を実施する予定） 

（６）広報啓発活動 

金融に関する知識の普及啓発、ヤミ金融等違法行為に関する注意喚起・当協会 

相談センターの認知促進に努めるとともに、積極的なディスクローズにより業 

界全体の社会的評価、信任の向上に努めてまいります。 

（７）貸金業の現状等に係る調査研究 

貸金業界の現状および動向等について、月次実態調査を開始いたしました。 

（８）指定試験機関としての認定申請の準備 

貸金業法第３条施行における貸金業務取扱主任者の資格試験化に対して、指定 

試験機関としての指定を受けるべく、認定申請の準備を継続して進めてまいり 

ます。 

その他、行政事務への協力、個人情報の保護の徹底、反社会的勢力等の排除に 

向けた検討、事務局体制の整備、関係機関との連携強化等の業務を行ってまい 

ります。
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４．平成２０年度収支予算書


